
第５次総合計画　中期戦略事業プラン　事務事業評価シート

事業名 市税徴収率の向上 事業
番号 39-104

事務事業担当

部名 部長名 課名 課等の長

総務部税務担当 石井　茂 収納課 今川　裕介

計　　画　　　　　　（Ｐｌａｎ）

総合計画体系 自治力

まちづくり目標 5 みんなで考え行動するまち

施策 39 健全で安定した財政運営の強化

予算事業名
賦課徴収事務費

基本政策 10 市民と行政がともに力を合わせて歩むまちづくり

施策展開の方向 18 次代へつながる確かな行財政運営ができるまちをつくる

関連法令等 地方税法、国税徴収法、市税条例ほか

国・県の計画等 － 計画期間 －

事務区分〔選択〕 （選択してください）→ 法令上の位置づけ 義務づけ規定がある

事業開始年度 開始年度 平成25年度以前 ～ 終了年度

目　的
（何をどうしたいのか）

税負担の公平性を保ち、自主財源の根幹である市税の安定した確保に向け、効率的・効果的な徴収体制を構築
し、多様な納税催告手段により自主的な納付を呼びかけるとともに、悪質・高額滞納者に対する滞納処分・換価処
分を強化するなど、市税徴収率の向上に取り組みます。

主な対象
（誰・何を対象に）

市税の納税義務者

事業内容
（手段、手法など）

・市税の効率的・効果的な徴収体制を構築するため、正規職員の人材育成に努めるとともに、多様な任用形態によ
る徴税吏員の確保や徴収事務の民間委託、滞納管理システムの活用等に取り組みます。
・市税現年課税分の徴収強化を図るため、新たなキャッシュレス納付や口座振替のインターネット申込に取り組みま
す。

関連個別計画 － 計画期間 －

実施の背景
（事業を取りまく環境

・市民ニーズ）

本市の重要課題として掲げる「財政の健全化」の推進と税負担の公平性確保に向けて市税の滞納整理を強化した
結果、市税徴収率は上昇を続けていますが、今後も市税の安定的な確保には、景気動向に大きく左右されないよう
徴収手法にも工夫をしていく必要があります。

運用

キャッシュレス納付の拡充 調整 改善

事業行程

項目
年度

令和3年度 令和4年度

徴収事務の民間委託 運用 運用

滞納管理システム 運用

目　標

【指標名】
年度

【現状値】 令和3年度 令和4年度

市税徴収率
95.9%

(令和2年度)
96.1% 96.3%

令和５年度

自治事務 法定受託事務

事業実施（Do）



事　業　実　施　　　　（Ｄｏ）

事業の「取組方針」

（前年度事務事業評価）

任期付職員から正規職員中心の徴収体制を構築し、滞納処分の早期着手・早期処分を図ります。また、令和５年度
から地方税共通納税システムの対象税目の追加に伴い軽自動車税と固定資産税の納付書へのＱＲコード印刷に
向け必要なシステム改修や金融機関やコンビニ等との調整協議を行い準備を完了します。さらに、預貯金等の取引
調査システムを導入し迅速な調査及び差押えの強化を図り、徴収のデジタル化を進めます。

実施方法

〔選択・記入〕

委託先又は指定管理者
(株)横浜銀行（コンビニ収納事務委託）
(株)アイティフォー（納税促進業務委託）

補助先 －

具体の内容 －

実施結果

項目
年度

令和3年度 令和4年度

キャッシュレス納付の拡充 改善 運用

徴収事務の民間委託 運用 運用

滞納管理システム 運用 運用

実施した取組の内容

①徴収事務の民間委託　 …　納税催告（電話・文書・訪問・ショートメール）、窓口・受電応対、還付事務等
②滞納処分・換価処分　  …　財産差押等　715件、差押財産の公売執行　6件（換価実績6件）
③口座振替申請電子化事業 …　Ｗeb口座振替受付サービスシステム運用開始（R4.4.2）

目標の達成状況

【指標名】
年度

【現状値】 令和3年度 令和4年度

市税徴収率
95.9%

(令和2年度)
98.2% 98.3%

年度 令和3年度　実績 令和4年度 実績

事業費合計(a) 31,125 千円 15,766

0 千円

千円

内
訳

国県支出金 ① 31,125 千円 15,766 千円

地方債　② 0 千円

その他特財　③ 0 千円 0 千円

その他
特財の
内容

受益者負担 前回の改定時期

その他

一般財源
(a)-①-②-③

0 千円 0 千円

国県支出金の内容
個人県民税徴収取扱委託金　補助率：県10/10

人 12,342 千円 3.17

正規職員 7.5 人 61,350 千円

83,369 千円

トータルコスト
(a)+(b)

104,817 千円 99,135 千円

人 10,524 千円

人件費合計(b) 11.56 人 73,692 千円 11.67 人

人
件
費

8.5 人 72,845 千円

その他の職員 4.06

円

単位

対象数 98,434 件 99,682 件
単位

当たり
コスト

対
象
数

定義 市税納税通知書発送件数 単位 市税納税通知書発送件数

総事業費
／対象数

1,065 円 995

コ
ス
ト

有 無

業務委託 指定管理

補助金

その他

評価 （Check）へ

すべて直接実施 左記以外



評　　価　　　　（Ｃｈｅｃｋ）

進捗状況

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

令和４年度の市税徴収率は、令和３年度の新型コロナ感染症対
応の「徴収猶予の特例」制度の猶予分を概ね徴収したことで令
和４年度滞納繰越分徴収率（対調定）は大幅な減となったもの
の、現年度分はきめ細やかな納付催告等により徴収率は向上
し、滞納繰越分では高額・困難事案の整理や公売等により、目
標に掲げた数値（96.3％）を大きく上回りました。

所管部長による総評

徴収率の向上が目標数値を上回っていることは評価します。引き続き、法律に基づく適正な滞納処分の強化等や
納税折衝を進め、民間委託事業者の活用による効率的・効果的な市税徴収事務を推進し、自主財源の根幹である
市税収入の確保と納税者への公正・公平に努めるとともに、ＤＸの推進が求められる中、地方税共通納税システム
の拡大による納税環境整備に努め利便性の向上と収納事務の効率化を図る必要があります。

効率性

〔選択・記入〕
Ｂ

左記
判断
理由

徴収事務の民間委託化と分業制の定着により業務効率が高ま
り、徴税吏員が納税相談や公権力を行使する滞納処分等の本
来の業務に専念できる環境が整っていますが、安定した自主財
源の確保には、徴収スキルの恒常的な継承が必要であり、期間
の定めがある国税・県税OBの任期付職員中心から正規職員中
心の徴収体制に、転換し改善する余地があります。

取組内容の改善　　　　（Ａｃｔｉｏｎ）

実施水準

〔選択・記入〕
Ａ

他都
市の
事業
内容
等

コロナ禍において、人との接触を減らして市税の納付が可能と
なるよう、県内４番目となる「Web口座振替受付サービス」（「口座
振替申請電子化事業」として令和３年度新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金を活用）のシステム運用を令和４
年４月に開始しました。

有効性

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

納め忘れなどの市税滞納者に対し、民間事業者により電話や文
書等できめ細やかな納付案内を通年で実施しました。令和４年
度は電子による預貯金等の取引調査システムを導入するなど財
産調査を充実させ、差押等の滞納処分を執行し、税負担の公
平性、自主財源の確保を図りました。

取組内容の改善 （Action）へ

計画どおり （A)

概ね計画どおり （B)

計画どおり進捗せず （C)

他市より高い水準で実施 （Ａ）

他市と同水準で実施 （Ｂ）

他市より低い水準で実施 （Ｃ）

一律に比較できない事業

高い （Ａ）

普通 （Ｂ）

低い （Ｃ）

効率的に実施されている （A)

改善の余地がある （B)

抜本的な改善が必要である（C)


